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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

　(1) 連結の範囲に関する事項

　 ① 連結子会社の状況

・連結子会社の数 6社

・主要な連結子会社の名称 ㈱Ａ．Ｃインターナショナル

南野建設㈱

㈱ワシントン

合同会社箱根山松苑

創進国際投資有限公司

創進国際投資（中国）有限公司
　 ② 非連結子会社の状況

・主要な非連結子会社の名称 ㈲米山水源カントリークラブ

・連結の範囲から除いた理由 非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、

連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためでありま

す。

　(2) 持分法の適用に関する事項

　 ① 持分法を適用した関連会社の状況

・持分法適用の関連会社の数 １社

・主要な会社名 ㈱東京衡機

　 ② 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況

・主要な会社名 ㈲米山水源カントリークラブ

・持分法を適用しない理由 ㈲米山水源カントリークラブは、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法

の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲

から除外しております。

③ 持分法適用手続きに関する特記事項

　持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、当該会社の直近の四半

期決算を基にした仮決算により作成した計算書類を使用しております。

　(3) 連結子会社の事業年度に関する事項

連結子会社のうち、創進国際投資有限公司及び創進国際投資（中国）有限公司の決算日は２月

28日であります。連結計算書類の作成にあたって、当該連結子会社については、連結決算日現在

で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用しております。

　なお、その他の連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。
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　(4) 会計処理基準に関する事項

　 ① 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 イ．有価証券

　 その他有価証券

・時価のあるもの 連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法により

算定）

・時価のないもの 総平均法による原価法

　 ロ．たな卸資産

・商品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）

・材料貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）

・販売用不動産 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定）

　 ② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産 ①平成20年9月30日以前に取得したもの

主として定額法を採用しております。

②平成20年10月1日以降に取得したもの

定率法を採用しております。

建物（建物付属設備を除く）については、定額法を採用して

おります。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 2～33年

機械装置及び運搬具 2～17年

工具、器具及び備品 2～20年

ロ．無形固定資産 定額法を採用しております。

なお、ソフトウェア（自社利用）については、社内における

見込利用可能期間（５年）による定額法を採用しておりま

す。
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　 ③ 重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。

ロ．賞与引当金 従業員の賞与の支払に備えるため、将来の支給見込額のうち

当連結会計年度の負担額を計上しております。

ハ．役員退職慰労引当金 役員退職慰労金の支払に備えるため、当連結会計年度末にお

ける役員退職慰労金規程に基づく、期末要支給見込額を計上

しております。

ニ．ポイント引当金 ポイントカードにより顧客に付与したポイントの将来の使用

に伴う費用負担に備えるため当連結会計年度末において将来

利用されると見込まれる額を計上しております。

　 ④ 退職給付に係る会計処理の方法

イ．退職給付に係る負債及び

退職給付費用

当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費

用の計算に、退職給付に係る自己都合要求額を退職給付債務

とする方法を用いた簡便法を適用しております。
　 ⑤ 重要な収益及び費用の計上基準

イ．完成工事高及び完成工事原

価の計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認

められる工事……工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原

価比例法）

その他の工事……工事完成基準

ロ．ファイナンス・リース取引

に係る収益の計上基準

売上高を計上せずに利息相当額を各期へ配分する方法によっ

ております。

　 ⑥ のれんの償却方法及び償却期間

イ．のれんの償却方法及び償却

期間

１年間での均等償却

　 ⑦ その他連結計算書類の作成のための重要な事項

イ．消費税等の会計処理 税抜方式によっております。なお、控除対象外消費税等につ

いては、発生連結会計年度の費用として処理しております。

ロ．連結納税制度の適用 連結納税制度を適用しております。

２．表示方法の変更

（連結損益計算書関係）

当連結会計年度より、従来、販売費及び一般管理費として計上していた地代家賃の一部を売上原

価として計上しております。この変更は費用を売上高に直接的に対応するものと間接的なものとに見

直しを行い、売上総利益の実態をより適切に表す処理方法に変更したものです。
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３．連結貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 992,431 千円

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

　(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 42,442,851株 - 株 - 株 42,442,851株

　(2) 当連結会計年度の末日における新株予約権に関する事項

平成26年11月20日取締役会決議分

目的となる株式の種類 普通株式

目的となる株式の数 34,000,000株

新株予約権の残高 340,000個（36,720千円）

（注）上表の新株予約権は、全て権利行使可能なものであります。
　

５．金融商品に関する注記

　 イ．金融商品の状況に関する事項

　 ・金融商品に対する取組方針

　当社グループは、必要な資金は自己資金及び銀行借入によって賄っております。また、デリバ

ティブ取引は行っておりません。

　 ・金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形・完成工事未収入金等は顧客の信用リスクに晒されております。当該

リスクに関しましては、期日管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を定期的に管理する体

制をとっております。

　関係会社株式は、当社グループの持分法適用会社の関連会社株式等であり、持分法適用会社の

業績変動リスクに晒されていますが、定期的に当該会社の業績が経営者に報告されております。

　長期貸付金は貸付先の経営状況を定期的に把握し、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期

把握や軽減を図っております。

　営業債務である支払手形・工事未払金等は、１年以内の支払期日です。

　短期借入金は運転資金に係る銀行借入であり、資金繰表を作成するなどの方法により、リスク

を管理しております。
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　 ロ．金融商品の時価等に関する事項

　平成27年9月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りです。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれていません

（（注2）参照）。

連結貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

(1)現金及び預金 1,748,907 1,748,907 -
(2)受取手形・完成工事未収

入金等
304,329 304,329 -

(3)関係会社株式 651,650 1,095,160 443,510

(4)長期貸付金 386,725

　 貸倒引当金 △128,985

257,740 254,089 △3,651

資産計 2,962,626 3,402,485 439,859

(5)支払手形・工事未払金等 259,701 259,701 -

負債計 259,701 259,701 -

(注1) 金融商品の時価の算定方法に関する事項

　 資 産

(1)現金及び預金、(2)受取手形・完成工事未収入金等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、 当該帳簿価額によ

っております。

　 (3)関係会社株式

　関係会社株式の時価については、取引所の価格によっております。

（4）長期貸付金

　長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しています。

　時価に関しては、元利金の合計額を新規に同様の貸付を行った場合に想定される利率で割り引い

た現在価値により算定しております。

負 債

(5)支払手形・工事未払金等

これらの時価については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。
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(注2) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　 （単位：千円）

区分
当連結会計年度

（平成27年9月30日）

その他（預り保証金） 276,820

　連結貸借対照表の固定負債にあるその他には各ゴルフ場会員からの預託金276,820千円が含まれ

ておりますが、市場価格がなく、かつ返済時期が確定できないため将来キャッシュフローを見積も

ることができません。したがって、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるた

め、時価の表示をしておりません。

６．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 150円64銭

(2) １株当たり当期純損失 18円12銭

　

７．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はございません。

　

８．その他の注記

　該当事項はございません。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　(1) 資産の評価基準及び評価方法

　 ① 有価証券

・子会社株式及び関連会社株式 総平均法による原価法

・その他有価証券

　 時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定）

　 時価のないもの 総平均法による原価法

　 ② たな卸資産

・商品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価引下げの方法により算定）

・材料貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）

・販売用不動産 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価引下げの方法により算定）

　(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産 イ.平成20年9月30日以前に取得したもの

主として定額法を採用しております。

ロ.平成20年10月1日以降に取得したもの

定率法を採用しております。

建物（建物付属設備を除く）については、定額法を採用して

おります。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　 建物及び構築物 9～33年

　 工具、器具及び備品 2～20年

　 機械装置 2～5年
② 無形固定資産 定額法を採用しております。

なお、ソフトウェア（自社利用）については、社内における

見込利用可能期間（５年）による定額法を採用しておりま

す。
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　(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。

② 賞与引当金 従業員の賞与の支払に備えるため、将来の支給見込額のうち

当事業年度の負担額を計上しております。

③ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職

給付債務の見込額に基づき計上しております。なお、退職給

付債務の算定方法は簡便法によっております。

④ 役員退職慰労引当金 役員退職慰労金の支払に備えるため、当事業年度末における

役員退職慰労金規程に基づく、期末要支給見込額を計上して

おります。

　(4) 重要な収益及び費用の計上基準

ファイナンス・リース取引に係

る収益の計上基準

売上高を計上せずに利息相当額を各期に配分する方法によっ

ております。

　(5) その他計算書類作成のための基本となる事項

① 消費税等 税抜方式によっております。なお、控除対象外消費税等につ

いては、発生事業年度の費用として処理しております。

② 連結納税制度の適用 連結納税制度を適用しております。

２．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 206,876 千円

　(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 111,924 千円

長期金銭債権 2,918,859 千円

短期金銭債務 3,118 千円
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３．損益計算書に関する注記

　 関係会社との取引高

営業取引による取引高

　 売上高 63,274 千円

　 販売費及び一般管理費 915 千円

営業取引以外による取引高 19,238 千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

　 自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 2,000,820株 10株 2,000,700株 130株

５．税効果会計に関する注記

　(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

　 貸倒引当金繰入限度超過額 1,206,355 千円

　 関係会社株式評価損 801,968 千円

　 減価償却累計額 55,062 千円

　 減損損失 385,419 千円

　 その他 110,993 千円

　 繰越欠損金 1,368,732 千円

　 繰延税金資産小計 3,928,533 千円

　 評価性引当額 △3,928,533 千円

繰延税金資産合計 - 千円

繰延税金負債

　 資産除去債務 4,829 千円

繰延税金負債合計 4,829 千円

繰延税金負債の純額 4,829 千円
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６．関連当事者との取引に関する注記

　(1) 親会社及び法人主要株主等

種類
会社等の名称

又は氏名

議決権等の
所有（被所
有）割合

（％）

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

（千円） 科目

期末残高

（千円）

その他の関係会社 アクセスアジア㈱
被所有直接

27.24
なし

自己株式の処分
134,046 - -

（注）当社は平成26年12月８日付で第三者割当による自己株式の処分を行っております。なお、処分
価格は、取締役会決議日の前営業日の終値より1ヵ月間の平均株価から9.01％ディスカウント
したものです。

　(2) 子会社及び関連会社等

種類
会社等の名称

又は氏名

議決権等の
所有（被所
有）割合

（％）

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

（千円）

（税抜）

科目

期末残高

（千円）

（税込）

子会社
㈱A.Cインター
ナショナル

所有直接
100

資金の援助
施設賃貸

貸付金の回収 110,000
長期貸付金
※2

465,000

ゴ ル フ 場 施 設
賃貸料収入

55,200
長期営業未収入
金※2

680,863

子会社
合同会社 箱
根山松苑

所有直接
　 100

資金の援助

資金の貸付 556,000 長期貸付金 652,762

受取利息 15,521 未収収益 16,849

債権の買取 － 長期未収入金 971,071

関連会社 ㈱東京衡機
所有直接

38.42
資金の援助

資金の貸付 450,000 短期貸付金 60,000

貸付金の回収 300,000 長期貸付金 90,000

利息の受取 3,716 - -

※１．取引条件及び取引条件の決定方針等
　（１）資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
　（２）施設賃貸料については、営業成績等を勘案して決定しております。
※２．貸倒引当金を1,208,766千円計上しており、当事業年度において△107,815千円の貸倒引当金繰

入額を計上しております。
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７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 163円 9銭

(2) １株当たり当期純損失 16円 7銭

８．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はございません。
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